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産業構造の高度化，消費資料生産部門に対する生産手段生産部門の比重の増大は，経済発展

の必然的趨勢である。戦後日本経済でも重化学工業化が進み，各生産部門の位置に大きな変化

があった。日本経済でその地位を大きく拡大した生産部門があると共に，その地位を縮小した

生産部門がある。

また各生産部門でのf郎、手となる事業所にも大きな変化があった。大規模生産の利益を実現

し，大規模生産による小規模生産の駆逐が進行し，大規模事業所の支配的地位が強化された部

門もある。しかし，他方では，小規模事業所の比重が増大した部門もある。

小規模事業所の地位の拡大は，一見，経済法則と矛盾したことのように思える。しかし規模

拡大のためには，それを可能にする客観的諸条件の存在が前提となる。その重要な条件のひと

つに，技術的諸条件がある。

生産規模は市場規模と密接に関連する。市場が大きくなければ生産規模も大きくはありえな

L、。しかし，市場規模が大きいのみで大規模生産が実現するわけではない。それを可能にする

技術的諸条件が必要で、ある。

本稿においては，戦後日本経済において，その地位を相対的に低下せしめた部門での， しか

も，小規模事業所の比重が拡大した部門である繊維部門の織布産業をとりあげ，その最近の変

化を，代表的産地である石川県を中心にして考察したい。

一繊維産業の位置

1 繊維産業の変化

産業分類における中分類の各部門には，事業所数において，付加価値額において，その位置，

役割に大きな相違がある。

さらに各部門内の規模別事業所，たとえば従業者1-29人規模事業所，従業者30-299人規

模事業所，の位置，役割にも大きな相違がある。
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繊維工業は1955-80年の聞に，従事者1"-'29人規模事業所が，部門内での事業所増加におい

て，部門別にみた規模別事業所構成比において，また規模別にみた部門別事業所構成比におい

て，上位五部門に位置していた1)。

1955年に，繊維工業の事業所は73， 444で，全製造業事業所の179杉を占めていた。~工業統計

表』による中分類部門で，武器製造業を除く20部門中第2位である(第一位は食料品部門〉。

80年には 101，955で14%に減少した。しかし，占拠率は20部門中第一位となっている(第二位

は金属製品製造業部門〉。

この間の事業所増加数は28，511で，増加率は1.39倍である。事業所数の多いことも増加率を

低位ならしめた理由のひとつではあるが，全製造業平均での事業所増加率1.70倍より低く，全

20部門中第15位であった。

この28，511事業所の増加は，すべて従業者1-29人規模事業所の増加によるものであった。

30-299人規模においても， 300人以上規模においても，事業所は減少している。この結果80年

に，繊維工業の全事業所のうちの従業者1-29人規模事業所の比率は96%となった。この率は

20部門中第3位である。また同規模全部門の事業所のうち14%が，繊維工業の事業所によって

占められており，その率の高さは20部門中第一位である。部門内においても，全部門において

も，繊維工業の 1-29人規模事業所の占拠率は高L、。

繊維工業の付加価値額は， 55年に2，852億円で，全製造業総付加価値額の14%であり， 20部

門中2位であった。 80年には2兆 9，979億円に増加したが，産業構造の変化の結果，全製造業

総付加価値額の4%を占めるのみとなり， 20部門中11位となった。この聞の付加価値額増加率

は9.8倍で， 20部門中最下位である。

繊維工業の，規模別にみた付加価値額占拠率で、は， 55年には 300人以上規模層の占拠率が47

9ぢで第一位であり， 1-29人規模層のそれは19%弱で，三つの階層のうちで最下位であった。

ところが80年には， 1-29人規模層の付加価値額占拠率は44%強で第一位となり， 300人以上

規模層のそれが最下位になっている。この占拠率の増加率は20部門中第3位である1)。

規模別にみた部門別付加価値額占拠率においても，すなわち全部門の1-29人規模事業所の

総付加価値額のうち，繊維工業の1-29人規模事業所の付加価値額占拠率は， 55年に13.5%で

20部門中第2位であり， 80年には 7.89ぢで第4位である。

このように，全事業所数においても，付加価値額においても，繊維工業の 1---29人規模事業

所の位置は非常に高い。この層の実態について，それがいかなる存在であるのかを，安定した

存在なのか，不安定な存在なのかを，考察しよう。もっともこのことはすでに， 1955-80年の

聞の，部門別にみた規模別事業所増加寄与率の高さにおいて，繊維工業の 1---29人規模事業所

は全部門中第一位でありながら，付加価値額増加寄与率の高さにおいては第六位で、あり，付加

1)拙稿「中小企業各層におけるいくつかの傾向 『工業統計表』を使用して一一JC~立教経済学研

究』第42巻第1号， 1988年7月〉。
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価値額増加寄与率を事業所増加寄与率で除した数値は第四位であるということのみによっても，

ある程度の推測は可能であるのだが1)。

2 繊維工業における織物業の位置

繊維工業は多くの小分類部門に分れている。繊維工業の規模別にみた事業所の実態，特に小

規模な事業所の実態を，代表的な分野で知るために，繊維工業部門で，事業所数，付加価値額

で，適切と思われる小分類部門を選択しよう。

まず1980年の，各小分類部門の事業所数と付加価値額とをみておこう。

表1 繊維産業における小分類部門(1980)

| 事業所数同日価値額(100万円〉
製糸業 317 ( 0.3) 37，890 ( 1. 3) 

紡績業 1， 022 ( 1. 0) 422，528 (14.1) 

ねん糸・かさ高加工糸製造業 10.115 ( 9.9) 123，266 (4.1) 

織物業 49，574 (48.6) 829，778 (27.7) 

メリヤス製造業 16，722 (16.4) 607，994 (20.3) 

染色整理業 9.158 ( 9.0) 562，653 (18.8) 

綱・網製造業 1， 271 ( 1. 2) 64，076 ( 2.1) 

その他の繊維工業 9，907 ( 9.7) 275，205 ( 9.2) 

計 肌 955(附| 2，997，958 ( 100) 
資料H工業統計表』

織物業が事業所数では49%弱を占め，付加価値額では289ぢ弱を占めている。

これに続くのはメリヤス製造業である。事業所と付加価値額との関係をみても，比較的小規

模な事業所が集中している部門として織物業をあげることができる。

織物業には以下の細分類部門が含まれている。

表2 織物業における細分類部門(1980)

事業所数!付加価値額

綿ス・フ織物業(合合成繊維織物〉

絹・人絹織物業

毛織物業

麻織物業

その他の織物業

計

資料〕表1に同じ

12，395 (25.0) 

29，332 (59.2) 
7，249 (14.6) 
197 ( 0.4) 

401 ( 0.8) 

。，574(附|

316，496 (38.1) 

404，416 (48.7) 

81，138 ( 9.7) 
4，348 ( 0.5) 
23，380 ( 2.8) 

829，778 ( 100) 

織物業のうち，絹・人絹織物業の占拠率は事業所で59%強であり，付加価値額では49%弱で

ある。また綿ス・フ織物業の占拠率は事業所で25%であり，付加価値額で38勉強である。両部

門を合せて，事業所の84%，付加価値額の87%を占める。絹・人絹織物業と絹ス・フ織物業と
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を比較すれば，付加価値額と事業所との関係により，絹・人絹織物業部門により多くの小規模

な事業所が存在することがわかる。以下織物業のこの2部門のうち特に絹・人絹織物業につい

て，より詳細に検討しよう。

表3 織物業事業所数の変化

綿物ス・フ織所
業事業 語業・人事絹業織所

1955 14，054 23，982 

1960 13，289 24，294 

1965 13，874 27，004 

1970 14，497 31， 613 

1975 13，475 34，099 

1980 12，395 29，332 

資料〉表 1に同じ

織物生産量の増減と事業所の増減とが，必ずしも一致しないことはし、うまでもない。綿ス・

フ織物業の事業所は，表には示されていないが， 63年の18，931(しかし，この年は， 1-3人

規模事業所の数が， 62年の 5，797から， 9，559へと急増している〉が最多である。 74年から減

少傾向を示してL叩。絹・人絹織物業では，表の75年が最多で， 76年以降、減少傾向を示してい

る。

55年と80年とにおける事業所の規模別変化の状態をみよう。

絹・人絹織物業の事業所は16%増加してL明。しかし，この増加は従業者9人以下規模事業

所の増加によるもので，従業員10人以上では， 200-299人規模を除き，すべての層で事業所数

は減少している(表4)。

綿ス・フ織物業では，表のとおり，全事業所数は55年から80年にかけて10%弱減少している。

しかし，従業員 1-3人規模(微増ではあるが〉と 4-9人規模事業所は増加している。とく

に4-9人規模事業所は56%増加している。 10人以上規模事業所は，すべての層で減少してい

る(表5)。

このような規模別構造になった理由は何であろうか。またそれはその後如何に変化したので

あろうか。以下具体的に，石川県の産地を中心に考察しよう。

ニ革新織機の増加と規模別生産性格差の拡大

1 革新織機の導入と規模別にみた機種別織機構成の変化

事業所数の変化を規定する大きな要因は，生産力の発展と市場規模とである。生産力の発達

4こ市場の拡大が伴なえば，低生産性企業も存続しうる可能性が高い。しかしこれが伴わないば

あいには，排除される可能性が高L、。

かつて世界の繊維生産において，また日本経済において，大きな比重を占めていた日本の織
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表4 絹・人絹織物業事業所(全国〉

従業者 I 1956 1980 I 80/56 

1-3人 17，925 71. 01 23，209 79.13 129.48 

4-9 3，313 13.12 4，330 14.76 130.70 

10-19 2，254 8.93 918 3.13 40. 73 

20-29 817 3.24 399 1. 36 48.84 

30← 49 542 2.15 229 0.78 42.25 

50-99 275 1. 09 159 0.54 57.82 

100-199 75 0.30 58 0.20 77.33 

200-299 15 0.06 21 0.07 140.00 

300-499 18 0.07 6 0.02 33.33 

500-999 6 0.02 3 0.01 50.00 

1000- 2 0.01 0.00 0.00 

計 1 25， 242 100.00 1 2問 2 100.00 1 116.20 

資料〉表1に同じ

表5 綿ス・フ織物業事業所(全国〉

従業者 i 1956 1980 I 80/56 
1-3人 6，055 44.22 6，311 50.92 104.23 

4-9 2，975 21. 72 4，662 37.61 156.71 

10-19 2，446 17.86 764 6.16 31. 23 

20-29 907 6.62 301 2.43 33.19 

30-49 665 4.86 196 1. 58 29.47 

50-99 440 3.21 107 0.86 24.32 

100-199 183 1. 34 42 0.34 22.95 

200-299 42 0.31 8 0.06 19.05 

300-499 22 0.16 4 0.03 18.18 

500-999 9 0.07 0.00 0.00 

計 f13，似則。!九395 100.日1-90.51 
資料〉表 1に同じ

維工業は，その地位を低下させてきた。

まず織布の生産量をみよう。

日本の織布生産量は，品目による差はあるが， 1970年をピークに以後減少傾向を示してし帰。

1947， 48両年には，日本の織物総生産量の80%近くが綿織物によって占められていた。絹と

人絹織物がこれに続いていた。しかしそれらの占拠率はそれぞれ10%前後に過ぎなかった。

綿織物はその後， 1949年から54年までは60%台を， 55年から62年までは50%台を， 63年から

67年までは40%台を維持し， 68年以降は30%台にまで低下している。

綿織物と人絹織物との生産量は1961年が最高であった。

ス・フ織物の生産量は1958年が最高であり， 1966年以降減少傾向にある。
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他方，戦後の織物心、える合成繊維織物の全織物に占める比率は， 1962年には10%台に， 66 

年には20%台に， 69年には30%台に，そして， 74年には40%台にと上昇し， 1970年には，綿織

物を抜き，第一位となった。

織物総生産量の停滞・漸減傾向のなかで，合成繊維織物の生産量のみが増加傾向にあった。

しかしこの合成繊維織物の生産数量も，現在までのところ， 1984年に最高の数値を示し，以後

減少してし喝。

つぎに織布産業における生産力の発達を考察しよう。

織布業の生産性を大きく規定する労働手段として，いうまでもなく，織機をあげねばならな

L、。したがって，織布生産量と織機との関連を考察しよう。

1970年は全織物生産量が最高の年である。その年の数値と最近の， 1986年の数値とを比較し，

全織物の生産量と織機台数，および従業者数の関連をみよう。

全織物生産量は1970年の77億5千万平方メートノレから， 88年の66億平方メートルへと77%に

減少している。

織機台数は72万6千台から45万2千台へと， 62%に減少している。

従業者数は39万4千人から16万7千人へと， 42%に減少している。

1970年には，織機1台当り約1万平方メートル，従業者1人当り 2万平方メートルの生産量

であった。これに対して1986年には， 1万 5千平方メートノレと 4万平方メートルで、ある。織機

l台当り生産量は1.5倍に，従業者1人当り生産量は2倍になっている。

しかしこの増加は，織機の生産能力を 100%発揮させてのものではなく，需要を前提として

のものである。したがって，織機の生産能力を前提としての生産量増加率がこの数値以上であ

ることはいうまでもない。

織布の生産性には，経糸および緯糸交換時間等も大きく関係する。

しかし織機の生産性は緯糸挿入率(おさ幅x1分間の回転数=メートル〉によって示される。

織機の発展は「織入れ速度向上の歴史」にみられるといわれる程に， 回転数が重要視される2)。

回転数は緯糸挿入方法と大きく関連する。この方法に，持(シャトル〉を用いる有持織機が

長く使用されてきた。

有行織機における生産性の向上は，手によるシャトノレの交換(普通織機〉から，シャトルな

いしは管の自動交換(自動織機〉へ，また，ラージ・パッケージ化等にみられる。

しかし1950年代以降，革新織機とされる，シャトルによる以外の様々な緯入れ方法の織機が

実用化されてきた。水の噴射力を利用するウォーター・ジェット織機cw.J. L)，空気の噴射
力を利用するエア・ジェット織機CA.J. L)，その他レピア織機，グリッパ織機等がある。

革新織機の回転数は，普通織機や自動織機のそれに比して高い。

機種や，糸，織物の種類によって相違するが，普通織機の回転数は毎分150-200回転程度で

2)穴原明司「製織の技術変化を探るJ(繊維機械学会誌『繊維工業~ Vo1. 40， No. 8)。
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計

表6 機種別織機構成比(全国〉

自動織機 | 普通織機 手・足機

1970 692，436 100.00 142，838 20.63 512，083 73.95 37，515 5.42 

合計 1980 540，773 100.00 152，049 28.12 347，572 64.27 41， 152 7.61 

1986 407，839 100.00 154，246 37.82 225，576 55.31 28，017 6.87 

1970 342，426 100.00 117，807 34.40 223，377 65.23 1， 242 0.36 

綿スフ 1980 262，887 100.00 113，227 43.07 149，220 56.76 440 0.17 

1986 210，425 100.00 103，271 49.08 106，831 50.77 323 0.15 

1970 315，261 100.00 23，122 7.33 255，950 81.19 36，189 11.48 

絹人絹 1980 253，333 100.00 35，474 14.00 177， 206 69.95 40，653 16.05 

1986 175，867 100.00 46，460 26.42 101， 755 57.86 27，652 15.72 

資料H繊維統計年報』

あり，一人平均の織機持台数は16台程度である。先染め綿スフ織物のばあL、，自動織機の回転

数は，毎分170-210回であり，平均持台数は18-20台，最近では20-24台となっているの。

これらシャトル・ Jレームに比較して， レピア織機のばあい毎分230-290回転(平均250-260

回転〕である。したがって，自動織機の1.3-1.4倍の速度である。

綿ス・フ織物に多く用いられているA.J.Lは毎分500-750回転である。

糸種の故に，北陸地方で多く使用されているw.J. Lは800-900回転である。普通織機の4

倍以上である。製品交換と経糸切れ直しの担当者として，一人平均持台数は50台である。もち

ろん，この回転数は織機の製造年代や型によって相違するの。 なお1988年の国際繊維機械展に

は 1，500回転の国産織機が出品されたの。

つぎに機種別に織機の導入状況をみよう。

表6は全国における，機種別織機の構成比である。 1970年， 80年， 86年と対比し，普通織機

の台数は16年間に44%へと減少してL唱。これに対して自動織機(表ではこの機種に無符織機

も含まれている〉は 1万1千台強増加し，その全織機に占める比率は21%から38%へと増加し

ている。革新織機を含め，高生産性織機の比率が増加していることがわかる。

各産地での高生産性織機の導入状況をみよう(表7)。

3)長繊維織物の場合， 1人当りの織機持台数は普通有梓織機で16台(織布工のパトローノレから偶数が

有利)， 自動織機で32台， ジェットで50台である。これが織布工程の適正規模 (1人当りの持台数〕

のミニマムとされている。

同一品種の場合，この持台数は規模の大小と関係がなL、。準備工程(特に糊付機〕の装備の有無で

工場単位の適正規模が決定される(黒木敏男「繊維産業ピジョンと北陸産地ー先進国川中産業の課題

-J (~化繊月報~ 1984年2月号， p.54)。

4)近藤和英 rITMA'87のエアジェットルームの概要J(~製織~ No. 22，名古屋市工業研究所繊維部

内，中部機織・サンジング研究会〉。

5)黒木敏男「長繊維織布業と資本集約化のあり方J(W化機月報~， 1988年9月号， p.34)。
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表7 革新織機導入状況

1980 1987 87/80 

普通織機 55，489 75.09 29，203 55.42 52.63 

干高 自動織機 8，913 12.06 5，928 11. 25 66.51 

無符織機計 9，498 12.85 17，560 33.33 184.88 

井 w. J. L 8，407 11.38 14，343 27.22 170.61 
A. J. L 129 0.17 1，392 2.64 1079.07 

県 レピア 881 1.19 1， 674 3.18 190.01 

グリッパー 70 0.09 151 0.29 215.71 

ノfンレス 11 0.01 。 0.00 0.00 

計 73，900 100.00 52，691 100.00 71. 30 

1980 1988 88/80 

普通織機 52，127 79.65 23，486 49.58 45.06 
石
自動織機 7，933 12.12 12，382 26.14 156.08 

無符織機計 5，388 8.23 11，506 24.29 213.55 
J!I W. J. L 4，319 6.60 9，255 19.54 214.29 
A. J. L 67 0.10 797 1. 68 1189.55 

県
レピア 978 1. 49 1，410 2.98 144.17 

グリッパー 24 0.04 44 0.09 188.33 

計 65，448 100.00 47，374 100.00 72.38 

1983 1988 88/83 

播
無行織機計 1，440 6.19 4，534 22.39 314.86 

A. J. L 262 1.13 910 4.49 347.33 

レピア 1， 123 4.83 3，599 17.77 320.48 

ナト| グリッパー 55 0.24 25 0.12 45.45 

計 23，246 100.00 20，254 100.00 87.13 

資料〉各県・各産地の構造改善組合資料

まず合繊織物の産地である石川県と福井県とでは，糸種に規定されて， W. J. Lの導入率が

高い6)。

石川県では， 1980年に全織機の6.6%にあたる， 4，319台のW.J. Lが導入されている。 1988

年にはW.J. Lは9，255台に増加し，全織機の19.5%を占めるにいたっている。

同じく合繊織物の産地である福井県では， 1980年に 8，406台のW.J. Lが導入され，全織機

の11.4%を占めていた。 1987年には14，343台に増加し，全織機の27%強を占めるにいたった。

石川県においては普通織機のみが減少し，自動織機と無行織機とが増加している。福井県に

おいては，普通織機も自動織機も共に減少し，無行織機のみが増加してし喝。

また，先染綿ス・フ織物産地である播州では， 1983年と88年との 5年間を対比し，織機台数

6)福井県，石川県は絹人織織物の産地であり，播州は先染綿ス・フ織物の産地である。

1980年の石川県の事業所数は， 3，014であり，全国における絹・人絹織物業(幅13センチメートノレ

以上〉事業所の10勉強を占めている。
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表8 事業所規模別織機構成比(石川県〉

キ台ヂ|年| 無持織機 自動織機 普通織機 計

-5ド984l 7 5.26 4 3.01 122 91. 73 133 100.00 

1988 11 10.38 2 1. 89 93 87.74 106 100.00 

6-1011984 151 4.19 331 9.19 3，121 86.62 3，603 100.00 

1988 140 6.96 322 16.00 1，550 77.04 2，012 100.00 

11-20 1引 705 3.06 3，348 14.54 18，969 82.40 23，022 100.00 

1988 1，117 7.06 3，753 23.71 10，957 69.23 15，827 100.00 

幻-30ド984l 872 8.07 2，049 18.97 7，878 72.95 10，799 100.00 
1988 1，110 13.69 2，726 33.61 4，275 52.71 8，111 100.00 

1-50ド984i 882 11.91 1， 747 23.59 4，777 64.50 7，406 100.00 
1988 1，307 20.36 2，264 35.26 2，850 44.39 6，421 100.00 

1119ペ1，109 17.66 1，778 28.31 3，394 54.04 6，281 100.00 一10011988 1，159 25.90 1， 493 33.36 1，823 40.74 4，475 100.00 

m lI刊2，076 41. 71 1， 577 31. 69 1，324 26.60 4，977 100.00 -200 11988 2，111 56.63 773 20.73 844 22.64 3，728 100.00 

ml19ペ1，260 55.41 496 21. 81 518 22.78 2，274 100.00 
-300 11988 1，077 59.34 495 27.27 243 13.39 1， 815 100.00 

301-1 ~鉛 2，681 59.14 1，467 32.36 385 8.49 4，533 100.00 

1988 3，474 71.20 554 11.35 851 17.44 4，879 100.00 

計

iベ9加 15.46 12，797 20.30 40，488 64.24 63，028 100.00 

1988 1 11，506 24.29 12，382 26.14 23，486 49.58 47，374 100.00 

資料〉石川県商工労働部繊維課『石川県繊維産業振興基本領査』

計87勉強への減少のなかで，革新織機はコ倍強へと増加している。ここでは無行織機のうち，

レピア織機の使用率が高い。これは，高速性と共に，綿ス・フ織物ゆえの糸種と，先染織ゆえ

の多色織の必要性に規定されてのことであろう。

なお現在の革新織機は汎用性において有行織機に劣るため，汎用性が重視される部面では，

速度においては劣る，有行織機が使用される。

このように各産地において，有本予織機に比して飛躍的に生産性の高い無行織機の導入がすす

んでいる。この増加状況を事業所規模別に考察しよう。

表8は石川県における，織機台数規模別にみた機種別織機の構成比である。

1984年と88年とを比較して，普通織機は激減し，自動織機は僅かに減少し，無行織機のみが

増加している。全織機に占める無行織機の構成比は， 1984年の15勉強から88年の24勉強へと増

加している。自動織機の構成比ふ 84年の20勉強から88年の26勉強へと増加している。普通織

機の構成比は84年には64%強であり， 88年には47%強へと低下してL唱。

規模別にみるに，無符織機は， 1984年には， 201-300台規模事業所で、の使用織機の55%強を，
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表9 規模別従業者当り織機台数(石川県〉

1965 1975 1988 

規模(台〉
織む数従帯数則的 織開数従子炉州(b)織機(a台〕数従業(b者〕数 (a)j(b) 

10 8，576 3，741 2.29 7，232 2，213 3.27 2，118 588 3.60 

11-20 8，828 4，134 2.14 27，042 5，606 4.82 15，827 3，080 5.14 

21-30 5，893 2，875 2.05 10，505 2，622 4.01 8，111 1，320 6.14 

31-50 8，396 4，684 1. 79 8，098 2，339 3.46 6，421 1， 064 6.03 

51-100 8，651 5，451 1. 59 7，713 2，544 3.03 4，475 1， 085 4.12 

101-200 7，028 5，609 1. 25 6，614 2，783 2.38 3，728 1， 002 3.72 

201-300 3，345 2，530 1. 32 2，941 1， 166 2.52 1， 815 399 4.55 

301- 5，039 3，572 1. 41 5，891 2，315 2.54 4，879 965 5.06 

計 55，756 32，596 1. 71 76，036 21， 588 3.52 47，374 9，503 4.99 

資料〉表8に同じ

また88年には， 101-200台以上規模事業所での使用織機の56;;ぢ強を占めている。

表9は年次別規模別にみた，石川県の従業員当りの織機台数である。のちにみるごとく，大

手織布業者はサイジング等の準備工程から仕上工程までの設備を所有しているばあいが多く，

しかも白事業所以外の準備工程をも担当しているばあいが多L叫。 したがって大手織布業者の

従業者には織機担当従業者以外の従業者が多く含まれている。すなわちこの表では大規模な事

業所での織布労働の生産性i土実際より低くなっている。

他方小規模な事業所は，サイジング等の準備工程は外部で仕上げられたものを受取り，織布

工程のみを担当するばあいが多い。したがってこの従業員数によって，規模別織布労働生産性

を比較することは出来ない。しかし，大規模な事業所において，生産性が非常に増加したこと

は容易に知ることができるであろう。

無梓織機の使用構成比は大規模な事業所におけるほど高く，またそれぞれの規模において，

年と共に高くなっている。

このような規模別にみた使用織機構成比の差は，規模別生産性の格差に大きく影響してL情。

2 産地における大規模事業所の設備

各産地には大規模な事業所が存在する。

法律的には，すでに中小企業とは言えない企業も多い。またすでに指摘されているように，

構造改善事業の過程で，制度資金を活用し，規模拡大を実現してきた企業も多しゅ。 ここでは

これら産地の大規模な事業所の設備をみておこう。

石川県における大規模な事業所各社の主要設備は次のとおりである。

7)準備工程を共同施設や専業者に依存すれば，長繊維の場合，適E規模の最小である16台，ないしは

32台で機業経営が可能である(黒木敏男「繊維産業ピジョンと北陸産地一一先進国川中産業の課題

一一J(W化繊月報~ 1984年2月号， p.54)。
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M株式会社は，創業1951年，資本金4，500万円，従業員132名である。グループ内のMY株式

会社は創業1932年，資本金5，000万円である。

Mグループ K 社 S 社

資本金〈万円〉 M社 4，500 I 2，960 
MY社 5，000 

130 75 

撚糸機(ダブル・ツイスター)I 184錘X9台 約30台 必要時は外注

258錘X17台

仮撚機 使用せず 16台 必要時は外注

サイジング(糊付整経機〕 6台 5台 2合

ワーパー(無糊付整経機) 4台 4台

ピーミング機 6台 4台

ドロウイング機 2合 使用せず 1台

タイング機 2台 1台

乾操機 7台 3台

検反機 11台 5台

織機 W.J.L 1， 037台 W. J. L 200台 W. J. L350台
その他，セッタ レピア 18台
一，ジャンボワ
インダ一等

なおM株式会社は，東洋レーヨン系列で，定番品タフタの量産工場として著名である。 Mグ

ループは親機として，協力工場数社の準備工程をも担当している。協力工場にはスクラップ・

アンド・ピルドでスクラップ化する織機の良品をまわし，一事業所につき月2000-3000疋を発

註しているといわれる。また，同社では，撚糸や，サイジングの不要な品目が製品の60%程度

を占めている。したがって各設備の能力は必ずしも比例関係にはない。なおMY株式会社は88

年11月に，コンビュータ制御の最新W.J. L数十台の導入を予定している。

S社もタフタ中心の工場で協力工場をもっている。 K社は差別化品生産工場といわれる。

福井県のケイテー株式会社(東レ系列〉は資本金2億 1，000万円で，昭和59年30月期の売上

高は68億1，600万円である。なお， w. J. L520台である。

同じく福井県の酒精株式会社(東レ系列〕は資本金4，925万円で，昭和59年12月の売上高は

58億2千200万円である。 w.J. L379台である。

兵庫県西脇市のT商庖(資本金4，500万円，従業員293名，販売額48億2千 461万円〉は次の

ような設備体系である。

チーズワインダー 7台， 840錘

8)舟野平三郎「北陸機業の現状と問題点JC~経営経済~ ~O. 11， 1975) 

々 「高度成長過程における北陸機業の変貌と問題点JC~日本経済政策学会年報』第19号，

1971年〕
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整経機

サイジング機

管巻機

織機
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部分整経機 11台，荒巻整経機 4台

4台

自動管巻機 330錘，高速管巻機 480錘

力織機 724台， A.]. L 60台， レピア織機 160台

加工機 毛焼，糊抜機，シルケット，ヒートセット機，樹脂加工機，ベーキング

同社の鳥取県の事業所 (T商届(烏取))の設備は次のようになってL喝。

エアー・ジェット (4色自由交換) 200台

準備機一式 糸染高圧染色機一式

液流染色機一式 各試験機一式

この鳥取県の工場は約30億円の投資によるもので，染色から織布までの一貫工場であり，四

丁行のA.] . L 200台，整理加工は西脇の本社工場でおこなL、，外法はしない。受注後一カ月

の短納期出荷も可能であり，組合による操業時間の規制のない地域での24時間操業により，月

間生産量は 165万ヤードである。現在の生地値で3年程度での償却が可能とのことであり，コ

ストもほぼ韓国， 台湾なみであるといわれる9)。

K株式会社(兵庫県，資本金1億 5千万円，従業員329名，販売額215億円〉

A.].L 48台， ジャガード付超高速自動織機 96台

レピア織機 40台，

高速ワーパー 11台，

高圧ビーム・チーズ乾燥機 3台

シャーリング機 3台

コーティング機 1台

サイジング機 5台

高圧ビーム・チーズ染色機 13台

5本ロールカレンダー l台

荒切機 4台

ダブ。ルツイスター 720錘

リング撚糸機 3，178錘 LPコーナーワインダー 168錘

このように，産地の大規模な事業所は高生産性織機を積極的に導入しているのみならず，準備

機，仕上機等を導入し主に系列企業の準備・仕上工程を担当している10)。

多額の設備投資をしたばあい，生産性の高い織機が出現する以前に，購入済の機械は償却し

てしまうことが望ましい。そのためには機械のフル稼動や，操業時間の延長等が必要である。

これを実現した産地大規模事業所は不況下でも多額の利潤をあげている100

競争は同一産地内や園内での競争であるのみならず，外国，特に韓国，台湾の企業との競争

9)同社社長の談話による(小林史明「綿・細番の先染め産地へ脱皮一一新たな表情をみせる播州産地

J， ~化繊月報J]， 1987年11月号， p.46) 

10)この産地大規模事業所の設備等については，各社の案内等のほか，日本経済新聞社『北陸の中堅

100社』や日本繊維新聞社『繊維年鑑(1988年版)JJ等を参照した。
11)田浦研一・黒木敏男『北陸産地に未来はあるか一一不況脱出の軌跡と近未来への模索一一JJ (1988 
年5月，日本合成繊維新開社， p.98， 172)。
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が激化している。韓国や台湾企業の競争上の弱点は，織布技術，特定織布への特化，糸の強度

等にあると言われてきた。しかし，新式の織機の導入率が日本よりも高い12)。

他国企業との競争激化に比例しての高生産性織機の導入は，意図するとしないとにかかわら

ず，国内企業や同一産地内企業，特に零細企業の転廃業をより一層促進することになる。

三小規模事業所の変化

1 小規模事業所の設備

ジェット織機に代表される革新織機は，傾向的な需要減少のなかで増加した。中小企業団体

法にもとづく織機登録制の下で，スクラップ・アンド・ピJレドは一定の比率でなされている13)

14)。しかし緯入れ率を考慮すれば，能力は増加している。

高生産性織機導入台数の増加はコスト低減条件となり，織布業者の収入である工賃を圧下す

る。過剰能力が形成されれば，工賃はさらに圧下される。それは同時に，零細企業での加工量

の減少をもたらす。事実，過去数年間の工賃の低下は， rジェット不況」という名で呼ばれて

12)韓国，台湾，日本の経過年数別W.J. Lは次表のように推定されてh、る。

WJ織機の設置年度および経過年数(推定〉

末昭和62年

北陸3県計 24，900 

(構成比〕 (100) 

千百 井 14，300 

石 )11 9，400 

富 山 1，200 

13，950 

(構成比〉 (100) 

14，850 

(構成比〉 (100) 

〈出所〉 北陸3県織物工業組合

〈参考〉 日本化学繊維協会

(単位:台.%) 

(55年8長内年以) 6~10年年) (1畔1年以超前) 

7，500 8，400 9，000 

(29.0) (34.3) (36.7) 

6，650 7，100 200 

(47.7) (50.9) ( 1. 4) 

9，250 4，500 1，100 

(62.3) (30.3) ( 7.4) 

資料〉黒木敏男「長繊維織布業と資本集約化のあり方JCW化繊月報J1.
1988年9月号.p.32) 

13)中小企業団体法にもとづく織機登録制は，規模拡大を意図する織布業者の利益と共に，織機メーカ

ーの利益とも矛盾する(北陸鉄工協同組合『金沢鉄工史~， 1982年， P.93， 195) 

14)黒木敏男氏は， 1974年から87年の聞の，減少有符織機台数を増加無符織機台数で割って，スクラッ

プ・アンド・ピノレド比率を試算しておられる。それによると，無符織機1台の導入に対して廃棄され

た有梓織機は，石川県で3.89台，福井県で3.81台である。(黒木敏男「長繊維織布業と資本集約化の

あり方J(~化繊月報~， 1988年9月号， p.33) 



44 立教経済学研究第42巻第3号 1989年

表10 合羅織物価格および織布工賃

ポリエステル
ポリエステノレナイロンF・ ナイロン・タ

庫合繊(製ト品ン在) ポリエステル長繊維ポンジ -タフタヱ 70D ナイロン・長
フタエ賃75DC円/同〕 賃C48x50m) (円jkg) 繊維タフタ C48x50m) (円/ヤード〕

1980.10 286 100.00 師 lY7吋叫 100.00818 100.00 94.1 100.00 1，300 100.00 
1981. 10 282 98.60 766 115.02195.4 106.3511，000 58.82 780 95.35 86.0 91. 39 900 69.23 

1982.10 285 99.65 640 96.10172.4 80.711 850 50.00 785 95.97 83.6 88.84 750 57.69 

1983.10 276 96.50 613 92.04 78.8 87.85 1，250 73.53 770 94.13 93.0 98.83 1，150 88.46 

1984.10 289 101. 05 546 81. 98 58.0 64.66 1，000 58.82 775 94.74 95.9 101. 91 1，100 84.62 

1985.10 308 107.69 573 86.04 47.2 52.62 800 47.06 753 92.05 67.4 71. 63 700 53.85 

1986.10 286 100.00 410 61. 56 40.3 44.93 550 32.35 655 80.07 55.0 58.45 550 42.31 

資料〉織物価格は『繊維年鑑H日本繊維新聞社〉
織布工賃は『福井県繊維産業生産の動きH福井県中小企業情報センター〉

L、る。

織布生産に占める賃織比率は高い。全国総生産量のうち賃織の比率は60%(1986年〉である。

綿ス・フ織物業では53%，絹・人絹織物業では68%が賃織である。石川県では全工場数の97.71ぢ

が，織機引当台数の93.3%が賃織りである15)。賃織の比率は小事業所における程高い。

工賃は表10のとおりである。織物種類によって大きく相違し，また，年によって大きく変動

している。

例えば合繊織物の生産量が32億97百万平方メートルから30倍、68百万平方メートルへと 7%弱

減少した1985年，さらに対前年比7%強減少した1986年には，福井県でのナイロンタフタ，お

よびポリエステルタフタの織工賃は1984年水準の60%台-40%台 30%合へと低下している。

15)日本の合繊メーカーは，紡績メーカーとは相違し，織機を所有していなL、。そのかわり，北陸産地

の機屋を系列化し，賃織させ(商社経由で)，社会的分業システムを確立した。〔黒本敏男「繊維産業

ピジョンと北陸産地一一先進国)I[中産業の課題一一J，~化繊月報~， 1984年2月号， p.56)。

石川県では， 1982年に対比しての1988年の賃織企業の比率は， 95.6%から97.7%へと増加している

(石川県商工労働部繊維諜『石川県繊維産業振興基本調査(織物製造業)~。

賃織について次のような評価がある。 rただ漫然と商社やメーカーのいわれたことだけをすればよ
L、といったマンネリがタ守メになるのは明らか。しかし，形態は同じ賃織りであっても，その企業自身

が努力し，情報を，商売をと，一歩でも二歩でも先んじて，前へつないでいけば，むしろ賃織りの方

が明快，商社のもつ情報収集力，企商力，技術力などが十分に活用できるし，それを自身のものとし

ながら，さらに伸びることもできる。したがって一概に賃織りだからうんぬんと論じるのは当らな

L、。JC前田栄雄「福井産地の構造改善 現状を見直し，新しL、方向へ一一J ~化繊月報~ 1976年10
月号， p.19)。

現実に， 1988年の石川県内の産地商工会の調査では，町内の98%の織布業者が，賃織が良いと回答

していた。

しかし賃織りの下では，各企業家は，好むと好まざるとにかかわらず，より強力な資本の「指揮」

と「他人の計算で」生産することになるのではなかろうか。市場の動向を考慮、しながら，生産時期，

数量，種類等を，現実に決定し，また，その能力を発揮・発展させていくことは，困難ではあるが，

企業家にとって不可欠と思われる。(拙著『中小工業経済論~ 1984年，文真堂p.162)。
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i結|集室|雑
1982 5，094 15，591 32.67 

1983 5，147 14，671 35.08 

1984 4，806 13，529 35.52 

1985 4，622 12，801 36.11 

1986 4，251 11，167 38.07 

1987 4，009 10，542 38.03 

1988 3，328 9，503 35.02 

資料〉表8に同じ

その低下率は糸の価格，布の価格の低下よりも，さらに激しL、ものである。織機過剰能力の存

在が工賃を圧迫した一つの要因であったことはし、うまでもなかろう。

このような織布業の情勢のなかで，産地における小規模事業所はし、かに対応してきたであろ

うか。

「他の諸事情」にして同等ならば，生産性は生産規模に比例する。したがって，大規模生産

の方が低コストであり，高利潤をあげることができる。

しかし，生産規模と生産性格差との関係は生産部門によって相違する。規模別生産性格差が

大引、生産部門も小さな生産部門もある。

「他の諸事情」は無数に存在するが，その差が企業間競争に大きく作用する部門とそうでな

L、部門とがある16)。

小規模事業所や中規模事業所は規模別生産性格差が比較的小さい部門で， 1他の諸事情」の

差を競争上活用している場合が多いであろう。規模別生産性格差の比較的小さい生産部門では，

「他の諸事情」が規模別生産性格差を相殺する可能性が多いからである。

さて織布業は，すでにみたように，小規模事業所の支配的な部門であったし，また現在もそ

うである。しかし以上の考察で明らかなように，産地内の規模別生産性格差は近年急速に拡大

してきたといえよう。しかも需要は減少している。その下での，小規模な事業所の設備，技術

面での対応、を考察しよう。

存続している事業所はつぎのような「他の諸事情」の差を追求し，活用している。

その一つは，多く主張されているように，家族労働力に依存していることであろう 17)。家族

労働力への依存度は高い。石川県の近年の統計では，総従業者の35%以上が家族従業者である

(表11)。 またそのことが零細事業所の存続を支えている重要要因であることは， これからの

検討からも明らかであろう。

16)前掲拙著， p.54 

17)規模別増減傾向には家族労働力依存規模層の競争力の強さが示されている(黒木敏男 1'83北陸産地

の課題と展望J，~化繊月報~ 1983年3月号， p.32) 
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表12 操業時間別稼働織機比率(石川県〉

操 業 時 間
織機種類 年

r-12~ 16 I 16~20 I -12 20 

1982 16.1 18.6 47.3 18.0 

普通織機 1984 15.1 16.1 45.6 23.2 

1986 16.4 14.1 45.3 24.2 

1988 16.4 15.5 43.4 24.7 

1984 7.8 7.2 24.1 60.9 
有持織自動機 1986 3.3 5.7 22.4 68.0 

1988 5.4 6.4 23.0 85.2 

1984 。 0.6 2.5 96.8 

無符織機 1986 。 0.4 1.2 98.4 

1988 。 0.9 1.9 97.2 

資料〉表8に同じ

近年における，小規模な事業所の減少要因には，経営者の高齢化や後継者の不在もあげられ

るであろう。しかしおなじく家族労働力に依存していても，存続している企業と転廃業してい

く企業とが存在する。その差をもたらす要因は無数にあるであろう。ここでは存続企業の動向

のいくつかを検討しよう。

表12は石川県での織機の機種別にみた操業時間であるである。無梓織機はほとんどが操業20

時間以上である。無符織機の増加につれて他機種の操業時間も長くならざるをえない。

有行自動織機では60%以上が操業20時間以上であり， 20%以上が16-20時間である。両者を

あわせると90%近くになる。

普通織機の操業時聞は16-20時聞が多い。しかし，操業時間20時間以上も25勿に近く，合わ

せて70%近くになる。有梓織機での長時間操業は深夜作業を多く伴なう。これに対応する方法

の一つが自動織機の増加である(表8)。

自動織機の使用台数は 1-5台規模， 6 -10台規模，ならひやに51台以上規模の各層において

は減少している。しかし， 11-20台規模， 21-30台規模，ならひ。に31-50台規模の各層におい

ては増加している。この11-50台の各規模層では，事業所は減少していた。しかし自動織機台

数は増加している。残存事業所は自動織機を増加させている。

同じく自動織機の使用比率は， 1984年と88年とを対比して， 1-5台規模，および，ともに

無符織機の使用比率を高めている101-200台規模と 301台以上規模の三つの層においては減少

している。しかし他の層では増加している。(この結果，自動織機の数はほとんど変わらず，

全体でわずか415台減少しているのみである〉。自動織機の使用比率の高い， 11← 50台の各層は，

無梓織機の導入率が低L、層である。

すでに考察したとおり，大規模事業所ほど高回転数の無符織機の使用率が高い。しかもこの
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表13 ポリエステル長繊維主要織物別織機引当台数(石川県〉

薄地織物 強撚織物 (G.C.平〉

1984 1988 1984 1988 

不撚糸 4，626 40.29 3，606 52.70 。0.00 。0.00 
緯糸 撚糸 132 1.15 329 4.81 8，303 100.00 5，179 100.00 

仮撚糸 6，725 58.56 2，908 42.50 。0.00 。0.00 
糸使い

不撚糸 4，243 36.95 3，336 48.75 。0.00 。0.00 
経糸 撚糸 211 1. 84 639 9.34 8，303 100.00 5，179 100.00 

仮撚糸 7，029 61. 21 2，868 41. 91 。0.00 。0.00 
付属設備 使用 676 5.89 930 13.59 。0.00 。0.00 
(ドピーうジ
ャガード 不使用 10，807 94.11 5，913 86.41 8，303 100.00 5，179 100.00 

中予使い i単丁 1 7，825 叫 5，372 78叫 0 001 0 000 

多了 1 3，658 31. 861 1，471 21. 501 8，303 100.001 5，179 100.00 

手品織機 I3，880 33 世間~______~~:_~_t_________~_~~_________l_.__~_~J__________~竺 ぞお
有符自動織機1 1， 012 8. 811 968 14. 1日 1，407 16.951 1， 199 23.15 
普通織機 1 6，591 57.4叫 1， 890 27. 621 6， 746 81. 251 3， 754 72.49 

計|山83 100.001 側 3 100.001 8，303 100.001 5，179 100.00 

機種

合

強撚織物 (G.C.ドピー〉 中撚織物

1984 1988 1984 1988 

不撚糸 。0.00 。0.00 11，537 95.97 9，942 91. 01 
緯糸 撚糸 4，247 100.00 2，818 100.00 。0.00 843 7.72 
仮撚糸 。0.00 。0.00 485 4.03 139 1. 27 

糸使い
不撚糸 。0.00 。0.00 。0.00 125 1.14 

経糸 撚糸 4，247 100.00 2，818 100.00 12，022 100.00 10，731 98.23 

仮撚糸 。0.00 。0.00 。0.00 68 0.62 
付ャ(属ガド設ピ備ー ジ

使用 4，247 100.00 2，818 100.00 6，865 57.10 6，506 59.56 

不使用 。0.00 。0.00 5，157 42.90 4，418 40.44 
符使い 単丁 110 2.59 。0.00 914 4.79 

多丁 4， 137 97.41 2，818 100.00 11，108 92.401 10，401 95.21 

t. 
口

資料〉表8に同じ

計 | 山 7 100.001 乙818日叫 12，022而;ゐf1

無行織機は緯糸の給糸体を大きくし(最近は10キログラム以上のものもある)， これを数個織

機に装着し，各巻の糸の後端と，次の巻の糸の先端とを結ぶことによって，緯糸交換は長時間

不要となる。糸切れが無いかぎり，連続運転が可能となる。
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このような大規模事業所に対応し，また工賃の低下に対応するためには，小規模な事業所で

も，操業時間の延長による生産量の増加が必要である。自動織機の導入は，無行織機の増加，

工賃の低下に対応する方法のーっといえよう。

すなわち自動織機の増加は，可能な限り労力を少なくし，家族労力中心の少人数で，夜間操

業をするために必要と思える。普通織機を併用するばあいにはさらにそれが要求される。自動

織機の導入は生産性を高める条件であるが，それは家族労働力により，終夜運転をする一つの

条件として位置付けられうる。廃業企業からの中古織機等をも含めて，低価格で購入できる条

件のあるばあいにはことに， 自動織機の導入が促進される。

普通織機の使用台数と使用上ヒ率とは， 301台以上層を除く全規模層で減少している。使用比

率は小規模な事業所におけるほど高く，織機台数21-30台規模事業所の使用織機のうち， 1988. 

年になお53%近くが，普通織機によって占められている。

小規模な事業所の特色をみれば，その多くは有梓織機の使用上七率が高いことにあった。有行

織機の特色は，回転数の少ないことであるが，汎用性は無符織機に比較して高い。この有行織

機の特徴を生かして経営を続けている企業が多い18)。

したがって織機と織布種類との関係をみよう。

先ず，多品種の織物は，現状では，それぞれ織機の種類(緯入れ方法，織機幅，丁土色数，

開口装置等〉と相互関係にある(表13)。

織機(緯糸挿入方法〉と織物との関係をみるに，織物別使用織機台数のうち，無中予織機 (w

J.L)の台数(生産比率ではなLつが多い織物はポリエステル薄地，それにナイロン長繊維等

である。特にポリエステル中撚織物では， 1984年に対比し88年には，無梓織機の台数が急増し

ている。強撚織物では少ない。中撚織物では増加したとはし、ぇ，まだ23勉強である。

有本子自動織機での製織率が高い織物はポリエステル強撚織物CG.C.ドビー)，中撚織物，キ

ュポラ織物等である。

普通織機での製織率は， 1984年には，多くの織物で高かった。しかし， 1988年にその率はす

べての織物で減少している。例えば， 1984年にはポリエステル薄物引当織機の57%強が普通織

機によって占められていた。しかし， 1988年にその比率を占めたのはw.J. Lである。

しかしなお普通織機での製織率が高い分野が存在する。それは，絹織物と人絹織物(率は19'

85年対比して88年には低下傾向にあるが〕とを除けば，ポリエステル強撚織物の分野に代表さ

れる。 88年に強撚織物 (G.C.平〉用織機の72%強，また強撚織物 (G.C.ドピー〉用では56，

%強が普通織機である。ナイロン長繊維，中撚織物での製織率も高い。しかし、減少率も高い。

普通織機と自動織機とを含めて，有村織機での製織比率の高いのは強撚織物，中撚織物の分

18)本絹，先染，ジャガード，ヒ守ロード，多丁行，二重ビームによる変り織(ふくれ，タック〉等は有

将織機の分野とされる(~化繊月報~ 1984年7・8月号， p.65)。その他二越以上の多色緯入れ組J織，
からみ織， ドピ一変化組織(16枚以上)，耳組織を必要とするもの等(同， 1983年9月号， p.32)。
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表14 関口装置別織機台数〈石川県〉

無中予織機 自動織機 普通織機

ドピー 似内 計 ドビー州e)1ジャガ州e)! 計 ドピー ジャガ (g)/(h) 計
(a) (b) (c) ード(d) (e) (7)-(f)/(h) ード(g) (h) 

1982 1，199 18.92 6，337 2，69229.83 1，12412.46 9，024 6，88014.41 7，024 14.71 47，741 

1984 1， 160 14.25 8，138 5，01239.17 1，89214.78 12，797 5，85614.46 6，43615.90 40，488 

1986 1. 258 13.47 9，342 4，61035.94 1，56212.18 12，826 4，77415.28 5，69118.22 31，236 

1988 1，257 13.58 9，255 4，26534.45 1，72213.91 12，382 4，21917.96 5，161 21. 97 23，486 

資料〉表8に同じ

表15 色 CT)別織機台数(石川県〉

織機種類|年卜 色∞|二 色の|三色の以上| 計

1980 3，994 92.48 325 7.52 。0.00 4，319 100.00 
1982 5，583 88.10 754 11. 90 。0.00 6，337 100.00 

W. J. L 1984 6，728 82.67 1，410 17.33 。0.00 8，138 100.00 
1986 7，307 78.22 2，035 21. 78 。0.00 9，342 100.00 
1988 7，469 80.70 1，786 19.30 。0.00 9，255 100.00 
1980 1， 106 21. 00 4，001 75.98 159 3.02 5，266 100.00 

1982 3，145 34.85 5，696 63.12 183 2.03 9，024 100.00 

有符自動 1984 2，720 21. 25 9，884 77.24 193 1. 51 12，797 100.00 

1986 2，317 18.06 10，233 79.78 276 2.15 12，826 100.00 

1988 1，936 15.64 10，173 82.16 273 2.20 12，382 100.00 

1980 20，962 40.21 30， 147 57.83 1，018 1. 95 52，127 100.00 

1982 17，642 36.95 29，063 60.88 1，036 2.17 47，741 100.00 

普通織機 1984 12，723 31. 42 26，706 65.96 1，059 2.62 40，488 100.00 

1986 10，475 33.54 19，756 63.25 1， 005 3.22 31， 236 100.00 

1988 7，224 30.76 14，301 60.89 1，961 8.35 23，486 100.00 

資料〉表8に同じ

野である。

またジャガード， ドピ一等の付属装置を必要とする分野でも有行織機の率が高い。 1982年か

ら88年の聞の，織機機種別付属設備装着率の変化を見るに，無行織機での装着率は増加してい

ない。これに対して，自動織機，普通織機ともに， ドーピー，ジャガードの装着率が高くなっ

ている。小規模な事業所が，無梓織機には装着困難な，ないしは，装着の少ない付属設備を有

梓織機に付けて，存続していることを示している(表14)。

また丁数(ピック数〉も織物種類と大きく関係する。異なる緯糸を交互に挿入するためには，

2丁 (2ピック〉以上が必要である。

この点においても，石川県で最も多く使用されているw.J. Lでは一色が多く， 80%を占め，

二色の台数比率は20%と低い。なお福井県では2色のw.J. Lが多い。
他方自動織機では，一丁の比率は低下しており，二了の織機が80%以上を占めている。普通
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織機では一丁が30%，ニ了が60%であり，特に三丁以上の織機の率が増加してきている(表15)。

このように有符織機の使用比率の高い，小規模な事業所では，無行織機では製織不可能か，

製織の少ない分野の設備を拡充している。

以上の織機の緯入方法，開口装置，色(丁〉数のみならず，織機のおさ幅も織物種類と密接

に関連している。例えば，水着，スキー・ウェア等のように，伸縮性を必要とする布地は，緯

糸に張力をもたすために有持織機で織られると共に，収縮時の幅を考えればダブル幅の広幅織

機が必要である。このような現在生産されていない織機を使用して，すなわち代替事業所の少

ない分野に存在する，小規模事業所もある。

また有行織機の特性を生かして，ヨットの帆やハング・グライダー用の布等，非衣料用特定

市場向けの高密度製品を製織している織布業者も存在する。

石川県T町商工会の調査によると， T町には 17l企業(1988年7月1日〉が存在する。これ

らの企業で67品種を製織している。このうち，ポリエステルジョーゼットは45企業 C26~列車〉

によって，ベンベルグタフタは18企業(10勉強〉によってと多数の企業によって製織されてい

る品種もある。他方，一企業のみによって生産されている品目は39，二企業によってのみ生産

されている品目は10である。すなわち， T町の 17l企業のうち 39企業 C23%~~) は，同町内の

他企業によっては生産されていない品目を製織し， 10企業(6 %~~)は他のー企業によっての

み製織されている品目を製織していることになる。すなわち多数の織布業者によって生産され

ている織物がある反面，少数の織布業者によってのみ生産されている織物がある。もちろんこ

の関係の固定化の程度や市場規模には差がある。しかし，ある程度専門化していることも考慮

しなければならない。

このように，多数の品種の布地や糸のなかには，現在の無行織機では製織不可能，ないしは

製織困難なものがある。小規模な事業所は有行織機を使用し，この無符織機では製織不可能，

ないしは製織困難な品種や，小ロット品で大規模事業所が製織しない布地を生産している。長

時間操業の可能なw.J. L等の無梓織機では製織不可能か困難な種類の布を，緯糸交換回数を

少なくすることのできる自動織機や，その他の設備を導入することによって，操業時間を延長

し，多様な織物を生産している。小規模事業所の対応策の一つである。

以上の故に，織布業者にとって，どのような種類の織機を購入するかが重要な問題であるこ

とはし、うまでもない。通常は，それが産元であれ糸メーカーであれ，元方との話合いによって

織機種類が選定されるようである。したがって，元方資本の先見力は織布業者の死活を制する

要因の一つである19)。だが，最近は元方資本との関係は流動的で、ある。

他方，小規模な事業所においても， w. J. Lを使用し，大規模事業所と同一品種の布地を製

織している事業所がある。しかもその中には大規模事業所，特に系列内の大規模事業所で，例

えば10年間程度使用した中古のジェット織機を購入し，使用している事業所がある。当然，織

機でみるかぎりは，大規模事業所の導入した最新織機の生産性よりは， 10年閣の遅れがあるは
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ずである。それにもかかわらず，存続しうる条件は，低価格中古機械の導入，家族労働力中心

の操業，そして，経営者の語る，中古機械購入先からの比較的安定した発注と工賃のみであろ

うか。

小規模な事業所は，主として有梓織機を使用し，これに付属設備等を装着し，家族労働力を

中心とした長時間労働で，無仔織機では製織困難，ないしは不可能な種類の布を，また大規模

事業所の取扱わなし、小ロット品を，織ってL喝。しかし，織布に不可欠な準備工程を，元方資

本等外部に依存しての生産である。

2 産地における規模別事業所構成

全体としての生産力の増大のなかで，低生産性事業所の困難は増大する。その結果の一つが

休業である。

表16は休業企業数および休業織機数である。 1985年1月時点で休業企業比率は10%以上にな

~19) 産元商社は糸の密度，糸量，織幅，ロットの見積りを作成し，準備，織布，仕上，精練染色(賃織

り代行の場合は精練染色部門には委託発注を行わず，発注先に生機のまま納入する〉の各部門の専業

企業へ，賃加工の委託発注をする。

産元商社と専業企業との取引関係は発注割当，加工賃単価，支払方法，納期，品質の査定，等の概

略を取決めることにはじまる。取引関係は長期間継続的に行なわれるため，信用度をまし，一社専属

的な度合を強める。

産元商社は同一規格の織物の品質を高水準に維持し生産するために，新設機業家には新品の同一型

式の織機を購入させ，取引グループの品質管理，製織技術，納期管理など管理運用の統ーをはかる。

また産元商社は主要地域ごとに織物工業協同組合やサイジング工業協同組合を設立し，直系子会社

や系列会社を技術指導センターとし，地域的企業集団の管理運用の掌に当らせる。

また資金貸与， {責務保証，青色申告の指導奨励，計数管理等の指導さえおこなった。なお舟野氏は

現実に崩壊しつつある，このような硬直的な「機械的システム」から，環境の変化への適合力に富ん

だ「有機的システム」への移行の必要性を主張しておられる(舟野平三郎「多様化する繊維産業への

活力ある対応一一石川産地システムの革新をめざして一一J(~化繊月報~， 1984年5月号， p.30)。

現在大手産元は倒産，経営不振等で後退し， ["ミニ産元」が増加してし唱。次表は織布業者への発

注先である。

1982 1988 

織当機台数引 I 受発注注先先 発織注機先発注先 受注先 織当機台数引 I 嘉受注盃克先 莞織盃機元

県内商社 73 1，348 30，786 18.47 421. 73 78 959 21，271 12.29 272.71 

県外商社 139 473 12，893 3.40 92. 76 90 333 9，118 3.70 101. 31 

原糸メーカー 7 12 2，166 1. 71 309.43 8 12 2，031 1. 50 253.88 

親企業 86 664 8，955 7.72 104.13 73 371 7，667 5.08 105.03 

その他 16 251 5，572 15.69 348.25 11 69 1，360 6.27 123.64 

資料〉表8に同じ

また縦割りの，産元資本系列の準備工程を担当する協同組合も衰徴し，変化してきた。
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表16 休業企業比率〈石川県〉

l会守数集委2M例全幣数綴常 (ωI/(C)例代)/(

1982 2，885 137 4，75 64，567 4，195 6.50 30.62 

1983 2，814 142 5.05 63，415 5，589 8.81 39.36 

1984 2，678 230 8.59 63，028 8，117 12.88 35.29 

1985 2，643 279 10.56 62，776 10，143 16.16 36.35 

1986 2，240 113 5.04 55，325 7，708 13.93 68.21 

1987 2，242 198 8.83 54，854 9，151 16.68 46.22 

1988 1，852 108 5.83 47，374 5，927 12.51 54.88 

資料〉表8に同じ

表17 織物規模別工場(石川県〉

1965 1970 1975 
織機台数

工場数 % 工場数 % 工場数 % 

-10 1，098 48 112.04 1，512 50.2 154.29 980 27.7 100.00 

11-20 555 24.3 31. 99 822 27.4 47.38 1，735 49.1 100.00 

21-30 226 9.0 53.55 255 8.5 60.43 422 11.9 100.00 

31-50 206 9 94.06 197 6.6 89.95 219 6.2 100.00 

51-100 127 5.6 111. 40 137 4.5 120.18 114 3.2 100.00 

101-200 49 2. 1 104.26 54 1.8 114.89 47 1.3 100.00 

201-300 14 0.6 116.67 17 0.6 141. 67 12 0.3 100.00 

301一 11 0.5 100.00 11 0.4 100.00 11 0.3 100.00 

計 I2，286 100 64.58 I 3，005 100 84.89 I日 o 100 100.00 

1980 1985 1988 
組織台数

工場数 % 工場数 % % 

-10 669 22.2 68.27 439 16.7 44.80 262 14.2 26.73 

11-20 1，512 50.2 87.15 1，440 54.4 83.00 986 53.2 56.83 

21-30 471 15.6 111.61 431 16.3 102.13 325 17.5 77.01 

31-50 222 7.4 101.37 192 7.3 87.67 167 9 76.26 

51-100 87 2.9 76.32 93 3.5 81. 58 66 3.6 57.89 

101-200 33 1.1 70.21 26 1 55.32 28 1.5 59.57 

201-300 10 0.8 83.33 11 0.4 91. 67 7 0.4 58.33 

301- 10 0.8 90.91 11 0.4 100.00 11 0.6 100.00 

計 I3，014 100 85.1円山 100 両 I1，852 100 52.32 
資料〉表8に同じ

っている。休業織機比率は16%強になっている。一休業企業当りの織機台数は1985年に36台で

ある。この台数は，年々多くなっているといっていいであろう。すなわち平均の数値からの推

測ではあるが，休業企業の規模は年々大きくなっているといえるのではなかろうか。

さらに休業企業のー企業当り平均織機台数は，表より明らかに，稼働企業の平均織機台数の
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表18 織物製造業規模別事業所数(福井県〕

キ合宇| 1975 1980 1983 1987 
司.--.， 

1-10 924 30.20 100 772 29.83 83.55 717 29.34 77.60 462 26.22 50.00 

11-20 1，100 35.95 100 959 37.06 87.18 923 37.77 83.91 677 38.42 61. 55 
21-30 385 12.58 100 308 11.90 80.00 310 12.68 80.52 234 13.28 60.78 

31-40 184 6.01 100 167 6.45 90.76 157 6.42 85.33 

41-50 103 3.37 100 94 3.63 91.26 88 3.60 85.44 
11.29 69.34 

51-100 226 7.39 100 174 6.72 76.99 151 6.18 66.81 100 5.68 44.25 

201-300 110 3.59 100 89 3.44 80.91 77 3.15 

20 0.65 100 16 0.62 80.00 15 0.61 75.00 
86 4.88 66.15 

301-500 

500- 8 0.26 100 9 0.35 112.50 6 0.25 75.00 4 0.23 50.00 

計 |ωo 100.00 叫山8 100.00 84れ叫 100.00 78.8'111，7臼 100.00 57.58 
資料)i福井県繊維産業生産の動き」各年版(福井県中小企業情報センター〉

表19 織物製造業規模別事業所数(播gll'i)

キ~~~引戸ol 1971 1981 1983 1988 
』

1-9 24.8 30.9 261 25.10 698 47.1 307 21. 8 295 21.10 252 20.66 

10-19 34.4 35.0 415 39.90 445 30 802 56.9 808 57.80 736 60.33 

20-29 18.2 15.4 167 16.06 197 13.3 200 14.2 204 14.59 162 13.28 

30-49 14.4 11. 6 124 11. 92 91 6.1 66 4.7 56 4.01 45 3.69 

50-99 5.6 4.9 50 4.81 36 2.4 26 1.8 26 17 1. 39 

100一 2.6 2.2 23 2.21 16 1.1 9 0.6 9 0.64 8 0.66 

F001 1州 1 1 1 -l 

1971 
=100 

36.10 

165.39 

82.23 

49.45 

47.22 

50.00 

企業数| 吋L叫1，ω100.0011，483 判1，410 州問8 100.001ωo 100.001 82.27 
註〕最右摘は1971年を 100とした数値である(事業所〉。 資料〉播州織構造改善協同組合資料

二倍ないしは三倍の規模であるということも一つの特徴である。平均以上規模事業所の休業を

示している20)。

休業の結果の一つが転廃業であろう。産地の事業所数の変化は表17，18， 19のとおりである。

全国の織布事業所数は1970年代のなかばが最高で、ある。

播州、|における事業所は1973年の1488が最高である。福井県の事業所は1975年の 3，060が最高

である。

規模別事業所数とその構成比の変化をみよう。

石川県においては1970年代半ばまで，事業所数は増加した。しかしその後減少している。

1975年に比較して， 88年にはほぼ半減している。特に減少率の高い規模層は 1-10台層， 51 

100台層， 201-300台層， 101-200台層である。 301台以上層の事業所数はほとんど変化してい

20) 1984年以来の不況に対して，北陸三県の織物構造改善工業組合は209ぢの自主操短，過剰織物の在庫

買上げ凍結を実施した。また85年度から 3カ年計図による設備共同廃棄事業等も実施された。
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表20 専業兼業別事業数(石川県〉

1982 1984 1986 1988 

専業 2，233 77.40 100 1，943 73，05 87.01 1，829 82.05 81.91 1，539 83.69 68.92 

兼業 652 22.60 100 717 26.95 109.97 400 17.95 61.35 300 16.31 46.01 

兼業A 451 15.63 100 487 18.31 107.98 328 14.72 72.73 248 13.49 54.99 

うち農業 419 14.52 100 448 16.84 106.92 294 13.19 70.17 218 11.85 52.03 

兼業B 201 6.97 100 230 8.65 114.43 72 3.23 35.82 52 2.83 25.87 

うち農業 18 0.62 100 64 2.41 355.56 17 0.76 94.44 9 0.49 50.00 

計同85 100.00 叫ωo100.00 叫 ω9100.00 77. 2(fl， 839 100.00 63.74 
註〉兼業Aは織物業収入が多い企業。兼業Bは織物業収入が少ない企業

資料〕表8に同じ

ない。

60年代から70年代にかけては，織機台数11-20台規模層と10台以下規模層の増加が顕著であ

り， 1970年の規模別構成比では 1-10台規模事業所が50%強を占め， 11-20台規模層が27%強

を占め，合計77%近くを占めていた。しかし 1-10台規模層の事業所はその後顕著な減少傾向

を示した。

他方， 11-20台規模事業所が， 70年代前半においては増加した。この層の事業所は70年代後

半には減少するが，規模別構成比では傾向的に増加し， 85年には，この規模の事業所が全事業

所の54%強を占めるにいたっている。しかし， 85年から88年にかけての規模別構成比はやや減

少している。 88年には 1-10台層と合せても，家族労働力中心で経営可能なこれらの層は67%，

強へと減少している。

70年代後半以降傾向的に規模別構成比が高くなっているのは21-30台規模層， 31-50台規模

層， 51-100台規模層である。 1985-88年にかけての規模別構成比は21台以上規模の各層で増

加してし叩。しかし，事業所の少なかった1970年に比較して， 88年に事業所が多いのは織機台

数11-20台規模層と21-30台規模層とのみである。

福井県では総事業所数が最高であった1975年以降，事業所は57%強に減少している。ほぼす

べての階層で事業所は減少している。減少率の高い層は 51-100台規模層で88年には75年の44

%強にまで減少している。 1-10台規模層， 500台以上規模層の事業所は共に半減している。

この間の減少率が低かったのは， 31-40台規模層， 41-50台規模層， 101-300台規模層，

301-500台規模層である。

規模別構成比が高いのは11-20台規模層である。

播州、lにおいては，北陸の二県よりは減少率が低L、。 1975年と比較して88年には，全事業所は

82%強に減少している。 1970年代前半において，織機台数1-9台規模事業所の増加が顕著で

あった。しかし， 70年台後半から80年代にかけては， 10-19台規模事業所の増加が顕著で、ある。

80年代後半においてこの層の事業所数も減少するに至ったが，なおその数は， 71年を 100とし
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て88年に 165であり，対71年比で喰一事業所数の増加している層である。したがって規模別構

成比も増加し， 88年には60%を越すにいたっている。

以上のように，各産地において差はあるが，それぞれの産地で事業所は激減してし喝。 1975

年と87年または88年とを比較し，規模別構成比が高く，また減少率が低いのは11-20台および

21-30台規模層の事業所である。家族労働力中心の経営規模である。

大規模な事業所は，各県により上層の規模別分類が相違するため簡単に比較は出来ない。石

川県では，織機301台以上規模の事業所数に変化はないといえよう。

次に転廃業と兼業事業所との関係をみておこう。

1982年から88年までの織布業者の兼業率は表20のとおりである。 84年には兼業事業所が増加

している。この年は織布工賃の低下している年である。また登録制の下で織機を増加さすにも

困難を伴なう。織布業が高収益をもたらすから増加したのではなく，転廃業への過渡段階とし

て兼業が増加したと理解すべきであろう。

その後兼業事業所は減少している。 1982年を 100とし， 88年には専業事業所は69へ，兼業事

業所は46へと減少している。兼業事業所の減少率が専業事業所のそれより高い。また兼業のう

ちでも織物業の収入の少ない兼業事業所(兼業B)の減少率が高い。

むすび

戦後その数を増加させた織布産業の事業所は， 70年代後半から80年代にかけて急速に減少し

た。とくに近年， i円高・ドル安J，対外競争の激化，高生産性織機の大規模事業所への導入と

しづ条件下で，その減少は顕著である。現存の小規模な事業所は，大規模な事業所の生産品種

とは競合しない方向へ自らの生産分野を求めている。しかし革新織機といわれる，回転数の多

L、無行織機が，現在の調整範囲の狭障さ，特定織物種類との不適合等の欠点を是正し，極細や

極太の糸，不均質な糸の製織等をも可能にしたとき，すなわち，有梓織機なみの汎用性を獲得

した場合には，中小企業団体法による織機登録制等が，多少の阻止要因になるとはし、え，対外

競争等の諸要因にも促進されて，シャトル・ルームにとって代ることは不可避である。

繊維業，織布業をとりまく政策や環境に大きな変化がないならば，革新織機の増加と共に，

多くの企業の転廃業がより深刻な問題となってくるのではなかろうか。しかし，生産性向上は

国際競争力強化の不可欠な要因でもある。このジレンマに織布業は長く直面している。

集約されている数字の背後の多様な事実を表現するには，経済競争とL寸言葉よりも，圏内

においても，経済戦争とLづ言葉の方が，より適切と思えるばあいも多い。

追記〉産地の方々，とりわけ多くの織布業者の方々，また，関係諸機関の方々には，資料その他の点で

便宜をはかつていただいた。記し，謝意を表したL、。

1988.10.6. 




